
別紙：回答一覧
■ 第1回ジェンダー平等社会実現に向けた政党アンケート　回答一覧　 【2025年2月実施、一般社団法人WE-Next】

自由民主党 立憲民主党 公明党 日本共産党 日本維新の会 国民民主党 社会民主党 参政党

党のマニフェスト内にジェンダー平等実現に向けた政策
項目を設けていますか

設けている 設けている 設けている 設けている 設けている 設けていない

本来、議員の男女比率は全人口に占める男女比率と同程
度が適当であると考えますか

回答しない はい はい はい はい いいえ

女性候補者擁立人数や候補者に占める女性の割合に数
値目標を設けていますか

設けている 設けている 設けている 設けている 設けている 設けていない

福岡県内において、女性候補者擁立のため勉強会や育成
の取組みを行っていますか（*1～*5：実施内容もしくは実施
しない理由を欄外に別記）

行っている*1 未回答*2

（行っている：別記参照）
行っている*3 行っていない 行っている*4 行っていない*5

党内の役職者に占める女性の割合に数値目標を設けて
いますか

設けていない 設けている 設けている 設けていない 設けている 設けていない

党内の役職者に占める女性の割合を増やすための人材
育成や仕組みづくりを行っていますか

行っている 行っている 行っている 行っていない 行っている 行っていない

選択的夫婦別姓制度に対してどのような立場をとります
か

回答しない
積極的に
進める

積極的に
進める

通称使用
拡大を図る

積極的に
進める

通称使用
拡大を図る

国会議員数にクォータ制を導入することについてどのよ
うな立場をとりますか

回答しない 賛成 賛成 その他*6

（欄外別記参照）
賛成 反対

2030年までに上場企業の女性役員比率30％以上を目
指すよう求める政府の方針に対して、実現に向けた働き
かけを行っていますか

行っている 行っていない 行っている*7

（欄外別記参照）
その他*8

（欄外別記参照）
行っていない 行っていない

０人　・　10人
【0％】

１人　・　５人
【17％】

ー
３人　・　５人

【38％】
0人　・　8人

【0％】
ー

２人　・　１人
【67％】

４人　・　３人
【57％】

55人　・　287人
【16％】

53人　・　184人
【22％】

８人　・　42人
【16％】

88人　・　148人
【37％】

29人　・　135人
【18％】

9人　・　33人
【21％】

５人　・　12人
【29％】

36人　・　59人
【38％】

未
回
答

未
回
答

*1　自由民主党：女性議員の育成・登用に関する基本計画プロジェクトチーム　　*2　立憲民主党：時流に鑑み、党本部主催でオンラインの女性塾の開催は実施実績あり　　*3　日本共産党：党の役員に女性を積極的に登用している
*4　社会民主党：みずほ塾　　*5　参政党：　政治に関しても、性別に左右されることなく個人の適性で、良い社会を創る為に、参加し、活躍が出来ることは当然であると考えています。社会課題に関心がある女性の紹介依頼や、セミナー、ワークショップ
への案内を通して積極的に女性の候補者を公募しています。

*6　日本維新の会：クォータ制の導入は慎重に検討すべき課題。女性が政治分野に積極的に参画できるような環境を整えていくことは重要であり、性別を問わず極力同様の条件でスタート地点に立てるようサポートしていくべき。

*7　日本共産党：日本共産党は国政選挙の政策でジェンダー平等を位置付け、その中で、企業の管理職を含め意思決定の場に女性を増やすことを政府に求めています。
*8　日本維新の会：昨年の総選挙ではマニフェストにおいて企業の女性雇用率や女性役員比率などに応じて政策的な減税を行い、女性が活躍しやすい機会の拡大を図るように訴えた。

注）　回答のとりまとめに際して、調査票に含まれる次の2問については、次の措置としました。
問：2024年10月衆議院選挙における立候補者数（全国）　⇒　総務省自治行政局選挙部「衆議院議員総選挙・最高裁判所 裁判官国民審査結果調」（令和6年11月1日）より届出政党等別男女別新前元別候補者数（小選挙区、比例代表）を引用、参考値と
して、今回未回答だった公明党と国民民主党の数値も記載しました。
問：各党の支部長クラスの役職についている女性の割合（支部長クラスの女性の人数/支部局等の数）　⇒　設問の不備で、問いの対象とする地域（全国or福岡）を指定していなかったため、いただいた回答内容にばらつきが見られました。比較が困難な
ことから、本問への回答については、一覧への記載を割愛させていただきます。

福　　　岡　　（回答に基づき記入、小選挙区立候補者数）

＜参考＞　全　　　国　（小選挙区・比例代表）　　　出典：「令和６年１０月２７日執行 衆議院議員総選挙・最高裁判所 裁判官国民審査結果調」（総務省自治行政局選挙部、令和6年11月1日）

2024 年10 月衆議院選挙における立候補者数
女性（人）・男性（人）
【女性の割合（％）】


